環境保全計画書

令和　　年　　月　　日
半田市長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社　○　○　○　○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　○○○○　印
　半田市環境保全協定書第２条に基づき、環境保全計画書を提出します。

環境保全計画（案）
１．大気汚染防止　（事業所ごとに該当する項目に対して記入する）
　　1-1　硫黄酸化物汚染防止対策
　　　例）アルカリ水溶液による洗浄方法で湿式ガス中和により除去します。
	○対策方法を記載すること。


　　　

　　1-2　ばいじん汚染防止対策

　　1-3　窒素酸化物汚染防止対策

　　1-4　粉じん汚染防止対策

　　1-5　ダイオキシン類汚染防止対策

　　1-6　その他の汚染防止対策

	種　　類
	法令による規制値
	協定による基準値
	自社基準値

	硫黄酸化物
	
	
	

	ばいじん
	
	
	

	○○○
	
	
	


２．水質汚濁防止　（事業所ごとに該当する項目に対して記入する）
　　例）事業所内で処理された処理水を公共用水域に排出する場合は適切に処理し、水質汚濁防止に努める。
（１）排水量

1  生活排水量　　○○　m3／日
②　工場排水量　　○○　m3／日

（２）水質検査項目等
　　　
	種　　類
	法令による規制値
	協定による基準値
	自社基準値

	ｐＨ
	
	
	

	ＢＯＤ
	
	
	

	○○○
	
	
	


（３）処理施設及び処理方法
①　処理施設
例）ｐＨ調整池、急速濾過、圧濾過、活性炭吸着装置・・・
	○対策方法を記載すること。


2 　処理方法
例）合併処理方法として廃水を集めｐＨ調整し急速濾過装置あるい

は圧濾機で浮遊物を取り除き活性炭処理を施す。・・・・
	○対策方法を記載すること。


３．騒音・振動防止　（事業所ごとに該当する項目に対して記入する）
　　例）騒音、振動の防止に必要な設備を設ける等、その発生抑制に努めるものとし、敷地境界における許容限度は、以下のとおりとする。
	○対策方法を記載すること。


（騒音関係）

	時間の

区　分
	昼      間
	朝  ・  夕
	夜     間

	
	8時～19時
	6時～ 8時

19時～22時
	22時～

翌日の6時

	基　準
	○ dB以下
	○ dB以下
	○ dB以下


	騒音の基準値についても、法令、協定、自社の基準値を記載する。


（振動関係）　
	時間の

区　分
	昼      間
	夜　 　 間

	
	7時～20時
	20時～

翌日の7時

	基　準
	○ dB以下
	○ dB以下


　
	振動の基準値についても、法令、協定、自社の基準値を記載すること。


４．悪臭防止　（事業所ごとに該当する項目に対して記入する）
例）悪臭の防止に○○設備を設ける等、その発生抑制に努めるものとし、

	○対策方法を記載すること。
　また、１号基準、２号基準、３号基準について、該当する事業所はそれぞれの規制値を記載すること。


５．土壌汚染防止　（事業所ごとに該当する項目に対して記入する）
　　例）

（１）有害物質を含む水等の土壌への浸透による土壌汚染を防止する。
（２）土壌汚染がある場合またはそのおそれがある場合は、土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）に準じた調査及び測定を行うとともに対策を講ずる。

	　○対策方法を記載すること。


６．地盤沈下防止　（事業所ごとに該当する項目に対して記入する）
　　例）場内での地下水の汲み上げは行わない。
	○対策方法を記載すること。


７．産業廃棄物処理　（事業所ごとに該当する項目に対して記入する）
（１）産業廃棄物の処理については、関係法令を遵守し、発生量、性状及び処
理状況を的確に把握するとともに、適正に処理する。

（２）産業廃棄物の発生量、性状及び処理状況について、廃棄物の処理及び清
掃に関する法律（昭和45年法律第137号）等に基づき、産業廃棄物処理実績等を愛知県知事へ報告した際は、あわせて半田市長に報告する。
（３）産業廃棄物の種類、発生量及び処理方法
	種　　類
	処分方法
	摘　　要

	廃油
	中間処理（焼却）
	処理業者委託

	○○○
	
	○○○

	
	
	


	　○上記以外で実施している対策があれば記載する。


８．事業活動に伴って生じる廃棄物　（全事業者）
　　廃棄物の発生抑制、再使用及び再生利用に努めるとともに、発生する廃棄
物については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137
号。以下「法」という。）に従い適正に処理する。
	　○上記以外で実施している対策があれば記載する。


９．地球環境保全　（全事業者）
（１）地球温暖化の原因となる温室効果ガス及びオゾン層を破壊する原因物質について、大気中への排出抑制のための必要な措置を講ずるよう努める。
（２）自動車の駐停車時における原動機の停止（アイドリング・ストップ）及び急加速、急発進の抑制等、燃料使用量を抑制する。
（３）電気、燃料等のエネルギーの使用量の把握及び抑制に努める。

（４）水資源の保全を図るため、節水、雨水利用等、水の効率的な使用に努める。

（５）再生資源を利用した製品等環境に配慮した物品を積極的に購入及び使用するよう努める。
	○上記以外で、事業所で実施していることがあれば記載する。

○（１）～（５）の内容で、事業所でルール化していることなど、具体的に記載するものがあれば記載する。

（例）・エコカーの導入促進（導入目標）・公共交通機関の利用促進　など


１０．緑化の推進　（全事業者）
（１）敷地面積に対する緑地面積を２５％以上とする。
（２）緑化するにあたっては、特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律（平成16年法律第78号）第２条に定める特定外来生物を使用しない。また、植栽する場合は地域に即した樹種を使用する。
	○上記以外で、事業所で実施していることがあれば記載する。

○緑地面積が２５％に達していない場合は、緑地以外の環境施設の面積を加え、２５％以上とする。（その際には、「敷地面積に対する緑地及び緑地以外の環境施設の面積を２５％以上とする。」と表記する。※この場合でも緑地面積は最低２０％を確保すること。）

○面積は工場立地法に基づき、算定すること。

○工場立地法適用外の事業所は、緑地面積２０％を目安として検討し、記載すること。（現時点として記載が困難な場合は、「敷地内の緑化に努める。」と表記すること。）


１１．環境美化　（全事業者）
（１）事業所内及びその周辺の清潔保持に努める。
（２）雑草の繁茂や樹木の枝の外部への侵出などにより、付近の生活環境を害することがないよう所有する土地等は適正に管理する。
	○その他、各事業所で実施していることがあれば記載する。


１２．従業員への教育　（全事業者）
　　　生活環境の保全のため、社員等に対し定期的に環境保全及び公害防止などに関する教育を実施する。
	　○研修や講習など具体的な教育メニューがあれば、記載する。（ただし、毎年変更のあるメニューについては、その都度修正する必要が生じるため、記載表現に配慮すること。）※表形式での記載可

　（例（表形式））

　講習名

対象

回数

備考

○○講習会

全社員

年１回

○○研修会

△△担当

２年に１回




１３．地域環境保全活動　（全事業者）
　　　
	　○具体的なメニューがあれば、記載する。上記１２と同様、毎年変更するメニューの場合は、記載表現に配慮すること。※表形式での記載可

　○現在、環境CSR活動に参画していない場合は、「環境CSR活動に努める」など「・・・・・・に努める」と記載する。


１４．環境保全防止管理組織　（全事業者）
　　　別添組織図のとおり
　
１５．環境管理　（全事業者）
　　　
	　○ISO14001など環境マネジメントシステムを認証取得している場合は、取得年月日等、概要を簡潔に記載する。

　○その他、事業所として環境管理に関してルール化している場合は、必要に応じて記載する。
　　（例（表形式））

環境マネジメントシステム名
登録日
備考
ISO14001
平成○年○月○日

○○エコチャレンジ
平成○年○月○日
CO2削減目標

-1%/年　等



１６．環境測定及び報告（全事業者）
　　　環境汚染状況を監視するため、次のとおり測定を実施する。

　　　大気測定

　　　　測定頻度を記入
　　　水質測定

　　　　測定頻度を記入
　　　騒音・振動測定

　　　　測定頻度を記入
　環境測定結果については、翌年6月30日までに半田市長へ提出する。
	○その他、各事業所で実施していることがあれば記載する。


１７．記録　（全事業者）
（１）環境測定の結果並びにその記録は３年間保存する。
・産業廃棄物処理計画書


・産業廃棄物処理計画実施状況報告書


・産業廃棄物管理票交付等状況報告書


などを想定








